
津波浸水解析によるコンサルティング導入事例

(左から)沖電気工業株式会社 社会システム工場 製造技術部 部長 小池寛氏、工場長 嶋田宏氏、
静岡沖電気株式会社 管理部 部長 三角典子氏

「工場への浸水被害の可能性は低いとい
う認識を信頼性の高い専門機関から得
られたことは、経営層への重要な情報
源になるとともに、対策策定の方向性
を定めることができました」

3.11の津波被害を契機に
震災対策を見直し

―　社会システム工場の事業内容についてご紹介くだ
さい
沖電気工業は、1881年に日本で初めて電話機の開発に挑戦し成功
した国内初の通信機器メーカーで、創業以来の企業理念である「進
取の精神」を受け継ぎ、コアメモリを採用した国産第1号のコン
ピュータや、世界初の紙幣環流型ATM、日本初のVoIPシステムの
市場投入など、国内外で情報社会の発展に寄与してきました。

この社会システム工場は、水中音響計測機器、航空管制システム、
消防指令システムや防災行政無線などの地方自治体向けシステムの
他、VICS（道路交通情報通信システム）やETC（自動車料金収受
システム）などの ITS（高度道路交通システム）など、社会インフ
ラの基幹となる情報通信システムを生産しています。

―　津波浸水被害を想定したシミュレーションを実施
したきっかけについて教えてください
2012年 3月31日に、内閣府による「南海トラフの巨大地震モデル
検討会」（以下、モデル検討会）における第一次報告が公表され、
南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想定すべき最大クラスの
地震における震度分布と、その津波高が推計された結果が明らかと
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なりました。

社会システム工場は駿河湾を間近に臨む土地に約1万4000㎡の広
さで立地し、南海トラフ地震の被害想定域に含まれています。ただ、
工場地域の詳細な津波浸水データは発表されておりませんでした。

東海地域に事業所を持つ会社として、以前から東海地震への備えは
考えており、耐震補強対策は行っていましたが、3.11の東日本大
震災で発生した津波を目の当たりにしたことで、対策の見直しを迫
られました。

―　特に津波による被害に焦点を当てたわけですね
そうです。仮に、津波による浸水が発生した場合、工場の生産が停
止することによる社会に与える影響は極めて大きい。とりわけ防災
関係の製品を生産する当工場は、防災に対する認識を高める必要が
あり、改めてＢＣＰを見直すという目的で、モデル検討会のデータ
とは別に、津波浸水被害の想定を独自に行おうと考えたのです。

モデル検討会の報告で示された最大クラスの地震・津波が必ず発生
するという訳ではありませんが、臨海部に工場を抱える企業として、
社員とその家族の安全を守ることを最優先に、できる限り詳しい
データを集めて分かりやすく可視化する必要があったのです。

当初は、自治体発表のハザードマップを基に、社内の担当者だけで
工場地域の津波被害をあれこれと想定していたのですが、やはり専
門家が実施した信頼性の高い調査データを基に判断することが必要
だと痛感しました。 そんな折り、当社の経営企画部の担当者が
2011年 12月に開催されたあるフォーラムで構造計画研究所の講
演を聞く機会があり、同社が津波シミュレーションを実施している
ことを知りました。

また、内閣府のモデル検討会が発表した津波高分布図からは工場付
近の浸水範囲を正確に把握することは困難なため、自治体による詳
細な分析結果を待つことになるのですが、企業としてはいつ公表さ
れるかわからない結果を待つのは難しく、構造計画研究所に解析業

務を依頼することになったのです。

―　構造計画研究所が行った津波浸水解析業務報告に
ついて教えてください
内閣府のモデル検討会における第一次報告では、想定すべき最大ク
ラスの地震が発生した場合、沼津市沿岸で最大波高が13.2mとなる
津波の発生が予測されていました。今回はそれをベースとし、さら
にやや低い10.0m波高を加えた2種類で、非線形効果や摩擦効果を
導入した2次元の非線形浅水長波方程式を用いて浸水範囲を予想し
ています。

また、OKI社会システム工場と、近くを流れる狩野川流域を含むエ
リアを解析対象に、国土地理院の基盤地図情報を用いて津波浸水シ
ミュレーションを実施しました。

その結果、狩野川流域では津波による浸水が発生し、13.2m津波で
9m、10.0m津波では7m程度の浸水深度が予測されましたが、当工
場付近への浸水は想定されないという結果になりました。

構造計画研究所の津波浸水解析業務報告書では、時系列で拡大する
浸水地域のデータも分かりやすく可視化されており、専門知識がな
くても非常に理解しやすく、さまざまな角度で参考になると感じて
います。

報告書が提出された直後の2012年 8月 29日にモデル検討会の第
二次報告が発表され、10ｍメッシュによる津波高及び浸水域等の

推計結果がとりまとめられましたが、その結果と大きく乖離すると
ころがなくほぼ同様の内容でした。津波浸水シミュレーションの前
提の津波高さに変更がなく、良かったと思いました。
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報告書が提出された直後の2012年 8月 29日にモデル検討会の第
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推計結果がとりまとめられましたが、その結果と大きく乖離すると
ころがなくほぼ同様の内容でした。津波浸水シミュレーションの前
提の津波高さに変更がなく、良かったと思いました。

―　今回の津波浸水解析報告を、具体的にはどのよう
に活用されるのでしょうか
当社は、防災に関するさまざまな取り組みを社内で行っていますが、
限られた条件下ではあるものの工場への浸水被害の可能性は低いと
いう認識を信頼性の高い専門機関から得られたことは、経営層への
重要な情報源になりました。 もちろん想定外の津波を考慮した施策は
必要ですが、今回の解析結果により工場移転や生産ラインの移設な
どハード面で過大な投資をするのではなく、避難経路の設定や復旧
プラン策定などソフト面でカバーしていくという判断ができました。

―　最後に、構造計画研究所に対する評価と、同じ南
海トラフ地震の影響下にある企業に対するアドバイスな
どがあれば、ぜひお聞かせください
当初は、自治体が発表するハザードマップだけで、専門知識のない
社内スタッフが工場の津波被害を想定することは非常に困難でし
た。そんな中、構造計画研究所の存在を知り、的確で分かりやすい
アドバイスを受けられたことは非常に心強く感じました。

3.11の東日本大震災以降、特に東南海沿岸部に位置する企業にとっ
て津波に対する不安は高まっていると思います。しかし、津波被害
想定などの専門的な情報は国や自治体が公表する情報に頼るしかな
い中で、まだスピーディに情報が提供されているとは言えない状況
です。

当社は、津波浸水解析などで自発的にリスクを可視化しアクション
を起こすことが、企業の社会的責任において必要なことではないか
と考え実行に移しました。データがないと悩むより、簡易的なもの
でもシミュレーションを実施して、そこからどのように進むべきか
を決める１つの手段にすることをおすすめします。
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